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福岡アジアコレクション（FACo）2018

今回で１０回目を迎える「福岡アジアコレクション」（主催：福岡アジアファッション拠点推進会
議）が３月２５日、福岡市で開催されました。

７千人を超える観客で埋めつくされた会場では、人気モデルやタレントが最新ファッションで登
場する華やかなショーが繰り広げられ、来場客を魅了しました。



４月２５日、北九州市で「北部九州自動車産業アジア先
進拠点推進フォーラム」が開催されました。

福岡県では、産学官が一体となって、「北部九州自動
車産業アジア先進拠点推進構想」の実現に向け取り組
んでおり、フォーラムにおいて、平成２９年度の九州の自
動車生産台数が過去２番目の水準の１４０万４千台だっ
たことが報告されました。

一方、国内外の自動車メーカーでは、世界的な環境規
制の強化を受け、電動車の開発、市場投入に関する動
きが活発化しており、この変化に対応していくため、県で
は、地元企業の参入促進や新たに需要が見込まれる電
動車の部品供給に備えるための自動車電動化部品研
究会の開催に取り組むこととしています。

小川知事は、「引き続き、北部九州自動車産業アジア
先進拠点推進構想の実現に向けまして、皆さま方のより
一層のご理解、ご協力をよろしくお願い申し上げます」と
あいさつしました。

北部九州自動車産業アジア先進拠点推進フォーラム

セミナー「Opportunity Thailand,Be A Part of it タイ
～今まさに事業展開の最大の好機」

２月９日、タイ王国ソムキット副首相来福の機会に、タイの新戦略「Thailand4.0」と、それを実現する東部
経済回廊（EEC)における投資政策やインフラ開発計画など、タイが提供するビジネスチャンスについて説
明するセミナーが開催されました。
セミナーには、県内企業などから約800名が参加し、 小川知事は歓迎の辞において、昨年9月に日タイ
修好130周年を記念し実施された経済ミッションや中小企業のビジネス交流など、これまでの福岡県とタイ

との経済交流の積み重ねにより今回のセミナーが実施されたことに触れ、「今後、福岡県とタイとの交流が
さらに活発になり、両国の経済交流が飛躍的に拡大していくことを大いに期待しております」とあいさつし
ました。



九州水素・燃料電池フォーラム＆水素先端世界
フォーラム２０１８

福岡県では、水素エネルギー社会の実現に向け、オールジャ

パンの産学官連携組織「福岡水素エネルギー戦略会議」を設立
し、研究開発、人材育成、関連産業の育成・集積などに取り組ん
でいます。

２月１日、九州経済産業局、九州大学との連携により、「九州水
素・燃料電池フォーラム＆水素先端世界フォーラム2018」がアク
ロス福岡で開催されました。

フォーラムでは、経済産業省資源エネルギー庁や米国エネル
ギー省（ＤＯＥ）から水素エネルギー普及に向けた取り組みについ

福岡県への主な進出企業（平成30年2月～4月）

企業名
本社
所在地

主な業種 概要

① 興國海運(株) 大阪府
貨物利用運送業及び
倉庫業

・北九州市に物流拠点を新設
・新規雇用約2名予定
・平成31年1月操業開始予定

② 日本通運(株) 東京都
貨物自動車運送事業
など

・苅田町に物流拠点を新設
・新規雇用10～15名予定
・平成30年3月操業開始

③ BEENOS(株) 東京都
国内外における各種
Eコマース事業

・北九州市に本社機能の一部を移転
・新規雇用約7名
・平成30年4月操業開始

④
日本ワイドクロス
(株)

大阪府
農園芸資材及び土木
資材の製造販売

・広川町に工場を新設
・新規雇用約10名予定
・平成30年9月竣工
（平成32年頃本格稼働予定）

⑤
太陽インキ製造
(株)

埼玉県
プリント配線板用部材、
フラットパネル・ディス
プレイ用部材の製造

・北九州市の事業所を増設
・新規雇用10名予定
・平成31年4月頃操業開始予定

⑥ バンダイ(株) 東京都
自動車用ワイヤー
ハーネスの製造

・大牟田市に工場を新設
・新規雇用6名
・平成30年6月頃操業開始予定

⑦ 九州河西(株) 大分県
自動車用内装部品の
製造

・苅田町に工場を新設
・新規雇用約10名予定
・平成31年7～8月頃試作品の供給開始
（平成32年頃本格稼働開始）

他１１社

て、最前線で活躍されている講師陣から、最新の地域の取り組みや水素材料、関連部品の開発状況な
どについて紹介がありました。

小川知事は、「水素・燃料電池の普及、その市場の拡大と産業化にこれまで以上に力をいれていきた
い」とあいさつし、県の水素・燃料電池分野での取り組みを紹介しました。



（出典：福岡労働局「平成30年4月27日発行 雇用失業情勢（平成30年3月分）について」）
※全国及び福岡県の数値は季節調整値（地域別は原数値）

福岡県への企業立地に関するお問い合わせ先

福岡県商工部企業立地課（発行元）
〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園7-7

TEL:092-643-3441 FAX:092-643-3443 E-mail:kigyo@pref.fukuoka.lg.jp
東京事務所・東京企業誘致センター
〒105-0003 東京都港区西新橋2-8-6 住友不動産日比谷ビル１階
TEL:03-5215-7161 FAX:03-3263-7474 E-mail:toukyou-o@pref.fukuoka.lg.jp

大阪事務所

〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田1-3-1-900大阪駅前第一ビル9階
TEL:06-6341-3627 FAX:06-6341-3622 E-mail:oosaka-o@pref.fukuoka.lg.jp

名古屋事務所

〒450-0001 愛知県名古屋市中村区那古野一丁目47番1号名古屋国際センタービル1階
TEL:052-890-9055 FAX:052-890-9056 E-mail:nagoya-o@pref.fukuoka.lg.jp

福岡県広報部長「エコトン」

福岡県の有効求人倍率

工場等の事業所用地・優遇制度の詳細はHPをご覧ください！

全国 福岡県
地域別

福岡地域 北九州地域 筑豊地域 筑後地域

平成30年

１月 1.59 1.60 1.91 1.60 1.35 1.62

2月 1.58 1.58 1.88 1.58 1.37 1.61

3月 1.58 1.59 1.83 1.48 1.32 1.54

平成29年通期 工場立地動向調査結果

◆ 平成29年の福岡県への工場立地は、件数・面積ともに九州1位！
経済産業省が3月28日に発表した工場立地動向調査（※）によると、平成29年の福岡県への工場立地は、件数で
全国9位の34件（前年27件）、面積では全国7位の58.5ha（前年13.6ha)となりました。なお、九州内での順位は件数・
面積ともに1位となりました。
地域別では、北九州10件（前年9件）、福岡14件（前年9件）、筑後5件（前年7件）、筑豊5件（前年2件）となっていま

す。業種別の上位立地件数は、金属製品製造業が8件（前年1件）、輸送用機械器具製造業が5件（前年1件）、食料
品製造業が4件（前年7件）となっています。

※工場立地動向調査…工場立地法（昭和34年法律第24号）に基づき実施されており、工場又は事業場を建設する目的で、1000

㎡以上の用地を取得した企業等の状況を調査し、取りまとめたもの。対象業種は、日本標準産業分類による製造業、電気業（水
力発電所、地熱発電所、太陽光発電を除く）、ガス業、熱供給業（コールセンター等の情報通信業や物流センター等の運輸業は
調査の対象外）。今回は、平成２９年（１～１２月期）が対象期間。
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